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研究成果の概要（和文）：国連は持続発展目標SDGsを新課題として設定し、ASEAN経済共同体は教育優先7課題を
策定し第1次5か年教育改革を開始した。未来構築力のあるこどもを育てる教材開発を推進することが本研究の目
的である。鬩ぎ合う社会は、未智変数、潜在する関係の操作対象化と蓋然的な推論に長けた未来予測者によって
発展し得る。その未来シナリオ作りには、数学的方法、統計的方法が必須である。そのために、因果性に基づく
関数的な未来予測、蓋然的推論に基づく未来予測に係る教材開発を推進し、その教材を開発するために、各国と
授業研究を展開した。APEC会議を通して、本研究の成果を広く敷衍した。

研究成果の概要（英文）：UN set sustainable development goals (SDGs) as new issues. ASEAN Community 
has formulated the 7 priority areas for education and　launched education reform for the first five 
years. The purpose of this research is to promote the development of teaching materials that will 
bring up children with future-building skills. A conflicting society can be overcame by using 
unknown variable, the future target of manipulation of potential relationships and plausible 
reasoning. Mathematical and statistical methods are essential for creating future scenarios. The 
research engaged teaching material development related to functional future prediction based on 
causality and future prediction based on probable reasoning, and lesson study with each country to 
develop the teaching material. On the APEC meetings, the research widely influenced the results to 
the world.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
イノベーションによって進む新旧ビジネスモデルの交代は、せめぎあう社会の象徴である。イノベーションを生
む人材は他者の立場を想定し、未来社会を未知の人の絆構築を行える人材である。本研究では、数学、統計によ
る未来構築教材の開発を進めるとともに、その教材をASEAN, APECに問うことで、先導的な研究動向を築いた。
英語による教育課程、教材、指導法開発を進め、特に日本型授業研究を通じて、日本が先導的な学術動向をけん
引することを示すとともに、国際的に知られた学術出版および学術誌貢献を実現した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) グローバル化に伴う経済競争、鬩ぎ合いを前提に、2005 年 OECD では、コンピテンシー（資
質・能力）を、成功に満ちた生活、互恵性のある社会を築く目的で定義した。その背景のもと、
国内では教育課程改定が推進された。 
 
(2) 2015 年、国連は 17 の持続発展目標 SDGs(持続可能な開発目標)を 2030 年への課題として設
定した。その中で、SDG4 高質教育の実現が求められた。 
 
(3) ASEAN 経済共同体では、東南アジア教育大臣機構 SEAMEO が 2035 年への教育優先 7 領域
を策定し第 1 次 5 か年教育改革を開始した。その第 7 領域が 21 世紀型教育課程の実現であった。 
 
(4) APEC 人材養成部門では、新ビジネスモデルによるイノベーションをキーワードに、そのイ
ノベーションを生む科学、技術、工学、数学の融合教育 STEM が要請され、APEC 授業研究プロ
ジェクトが展開され、日本が先導的提案を行うことが期待された。 
 
２．研究の目的 

未来構築力のあるこどもを育てる教材開発を推進することが本研究の目的である。鬩ぎ合う
社会は、未智変数、潜在する関係の操作対象化と蓋然的な推論に長けた未来予測者によって発展
し得る。その未来シナリオ作りには、数学的方法、統計的方法が必須である。本研究では、この
手順によって、国際社会並びに持続発展に係る未来予測者を育成するための数学教育の学術研
究を先導的に展開する。 
 
３．研究の方法 
 国際社会並びに持続発展に係る未来予測者を育成するための数学教育の学術研究を先導的に
展開するために次の手順で研究を実施する。 
 
(1) 因果性に基づく関数的な未来予測に係る教材ならびに蓋然的推論に基づく未来予測に係る
教材の開発を推進する。 
 
(2) その教材を開発するために各国と授業研究を展開する。 
 
(3) APEC 会議を通して、本研究の成果を広く敷衍する。 
 
４．研究成果 
ここでは開発教材の一端を示す。 
 
(1)  因果性に基づく関数的な未来予測に係る教材の例 

フーリエ解析による未来予測：データに潜む周期性の解析（川崎宜昭・礒田正美開発） 
 
 

岩手綾里 
カーボン・ダイオキサイド 

観測施設 
 
 
 
 
 

 
 
左：カーボン・ダイオキシン 
観測データ 256 ヵ月 
 
右：フーリエ変換によるスペクト
ル解析結果 
 
下：解析スペクトルを 256 ヵ月換
算、全体 256 月・約 1 年・半年 
 

 
 

 
カーボン・ダイオキサイド（二酸化炭素）の増加傾向には、増加し続ける斜め上昇傾向、1 年



周期の波、そしてその一つの波が半年ごとに上下切り替わるグラフの変化の様相が解析できる。 
 この方法をエルニーニョ、オゾンフォール、そして家庭での省エネルギー化などに適用する教
材開発を行った。APEC 会議では、未智変数を探り出す数学的方法として、潜在する関係を認め
その関係を操作対象化することで未来予測をなしえる数学的方法として APEC 会議で報告した。
今日では、フリーエ変換という語を知らなくとも、パッケージ化したソフトを使用するだけで、
この未来予測は実現する。 

データさえあれば、関数を利用して未知変数の存在を明らかにし、それを前提にした未来予測
が可能になるという考え方の教材開発が、APEC 域内に対する先導的な提案事例となった。 
 
(2) 多国間授業研究のための蓋然的予測教材 
 複数の国の教室間をテレビ会議システムで結び、それぞれに蓋然的予測を行い、その背後にあ
る未知変数の重要性を知り、そこで潜在した関係をもとに未来予測を行う。それにより、他国の
生徒と共同すればこそ、的確な未来予測ができることが明らかになった。 
 
事例：タイ・日本クロスボーダー授業研究「エネルギー」 

左：日本・タイのエネルギー供給
の変化から未来を予測する。 
左下：日本・タイ生徒の予測 
例.何時、タイのエネルギー供給
が日本を超えるか 
右下：タイの増分は天然ガスのみ
である。日本の減少は原発であり、
他は減少していない。タイが、こ
のまま天然ガス使用量が増える
前提であれば、日本を抜く可能性
がある。 

 

 
データ表面だけから読み取れる未来予測は不確かであ

る。データの背後にある変数の存在は、現地ではわかる。
国際的なビジネスの展開を考えるには、現地側の現状理
解抜きでは実現しない。 

この提案は、APEC 域内に、英語による国境を越えた共
同授業研究の展開を実現した。、あわせて日本がもつ
APEC データベースを各国が活用する状況を実現した。 
 
(3) 東南アジア ASEAN 教育課程標準の開発 
 2035 年に向けて 21 世紀型教育課程の域内高質標準化
をめざす東南アジア教育大臣機構 SEAMEO では 、
ASEAN 向けに数学・理科教育課程標準を開発した(SEA-
BES)。研究代表者らは、その作成に対して、上記のよう
な研究成果をインプットし、日本が東南アジアの教育課
程標準化に貢献した実績を示した。 
  
 
 
 
 
(4) 国際的研究の展開 



 以上に加えて、次のような研究の国際的展開にかかる成果を得た。 
 
① かけ算教材を事例にした教師
向け授業研究書などの研究開発を
行 っ た （ Springer よ り 出 版 in 
printing）。また、日本型かけ算指導
を国際学術誌に貢献した（写真の
授業など：山本良和教諭による）。 
 
 
 
 
② 日本・タイ高校教師の変動性
理解にかかる統計課題を開発し、
その調査によって、その課題の有
効性を示した。 
 
 
 
 
③ クロスボーダー授業研究を実施し、国際誌に掲載された。 
 
④ 授業研究、教師教育にかかる数学教育世界会議 ICME13 サーベイティームのメンバーとし
て活動し、国際誌に掲載されるとともに、これら活動成果を評価され、ICME の上位組織数学教
育国際委員会 ICMI による研究集会 ICMI Study 25(2020)では、基調講演者に選定された。 
 
以上の研究は高く政府内でも評価され、2017 年には、国連総会向けに準備された首相官邸広報
誌 We are tomodachi 秋号に日本型教育の海外展開記事として掲載された。 
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